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指針の策定に当たって 

 

地域主権時代のモデルになる―。これが、私たちの目指すところです。 

 

少子高齢化、高度情報化、経済のグローバル化等の急激な進展に伴い、多くの

既存の制度や仕組みの抜本的な見直しが必要となっています。その中で、自治体

の行政システムも大きな転換期にあって、国が定めた基準を一律に適用すること

で住民のニーズにこたえられる時代は過去のものになりつつあります。 

地域の抱えている課題は大変複雑で輻輳
ふくそう

したものになっており、画一的な施策

では到底対応できません。地域の実情と課題を的確に把握し、それに応じた施策

を住民とともに立案し、力を合わせて展開していくことが不可欠ですが、それは

基礎的自治体でこそできることなのです。その過程がまさに「地域主権」という

ことですが、それは、市政及びこれを担う市役所と市職員に対する市民の信頼な

くしては成り立ちません。 

私たちは、この間、不祥事根絶の徹底的な取組を全庁挙げて実施してきました。 

その結果、不祥事を生む「土壌」をほぼ一掃し、市民との「共汗」と政策の「融

合」を進める全庁“きょうかん”実践運動の進 捗
ちょく

等もあって、職員の意識や組織

風土も大きく変わってきたことを実感します。 

今や、庁内改革の取組は、不祥事を抑止して信頼を回復するという段階から、

地域主権の担い手として、公のために働く誇りと使命感に溢
あふ

れ、市民の目線に立

った自律的かつ能動的な組織文化を確立することにより、市民からの信頼をより

一層高めるという新たな段階に入っているのです。 

このような時期においてこそ、私たちは、日々の判断や行動について自問して

みる必要があるのではないでしょうか。「決められているから」、「処分されるから」、

「通報されるから」等といった気持ちから生じる消極的な思考にとらわれ過ぎて

いないか。既存の規定や基準に寄りかかり過ぎ、そこで思考停止に陥っていない

か。もし、そのようなことがあるならば、それは、国に細かな枠を決めてもらわ

なければ動けない旧態依然とした自治体職員と同じ思考ではないのか。 
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私たちの目指すものが市政に対する市民の信頼の向上と、その先にある地域主

権時代のモデルとなる市役所の実現である以上、このような思考こそ克服されな

ければなりません。 

このような意識改革の「キーワード」の一つがコンプライアンスです。コンプ

ライアンスは、一般に「法令遵守」と和訳されています。法令に従い、これを確

実に守ることは、公務員として、すべての職員が肝に銘じなければなりません。

しかしながら、私たち京都市職員にとってのコンプライアンスは、これをもう少

し広くとらえ、市民に信頼される行政運営のために、「法令に従い、これを確実に

守るという基本を徹底するとともに、常に『法の一般原則』に立ち返り、創造的

かつ主体的に職務を遂行すること」であるとしています。 

本指針は、このようなコンプライアンスについて、職員が共通の認識を持って

実践していくために、あるいは組織文化として根付かせていくために、留意すべ

き事項、確認すべき事項をまとめたものです。 

本市の財政は危機的状況にあり、解決すべき課題は数多くあります。前途は大

変厳しいものになりますが、既存の枠組みの中に解を見出せない困難な状況は、

一方で私たち職員一人ひとりが原点に立ち返って創造性を発揮することができる

好機でもあるのです。 

その意味で、コンプライアンスの推進は、地域主権時代のモデルとなることを

目指す京都市職員にとって、判断と行動の基底となるべきものであり、また、地

域主権の担い手としての力量を測る「試金石」となるものと確信します。
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１ コンプライアンスとは 
 
 
 
 

 

近年、民間企業や行政機関などで、「コンプライアンス」（Compliance）とい

う言葉が盛んに使われています。 

  このコンプライアンスという言葉は、日本語では「法令遵守」と訳されるこ

とが一般的です。 

  「法令遵守」とは、法令に従い、これを確実に守るということです。これが

公務員の基本であることは言うまでもありませんが、このことが全うされなけ

れば、市民の信頼を一瞬で失ってしまうことを、すべての職員が改めて強く意

識しなければなりません。 

そして、行政を進めるに当たっては、法令を正しく理解し、適正に執行する、

そのために、市政全般に関する法令を十分に理解し、とりわけ自己の業務に関

する法令について精通していなければなりません。ただし、「実態に合わなくな

ったルールであっても、定められたとおりにしさえすればよい」、あるいは「定

められたこと以外はしない」ということでは、市民の信頼が得られるものでは

ありません。 

信頼される行政運営を行うためには、「法令遵守」は当然のこととして、その

うえで、社会経済情勢や市民生活の現状を見据え、「法の一般原則」（※）に照

らし、時宜にかなった対応を行っていく必要があります。法令の目的や趣旨を

踏まえ、柔軟な思考をもって解釈し、場合によっては、法令そのものを見直し

ていく、又は見直しを求めていくことが必要なのです。 

 こうしたことから、私たち京都市職員にとっての「コンプライアンス」とは、

市民に信頼される行政運営のために、「法令に従い、これを確実に守るという基

本を徹底するとともに、常に『法の一般原則』に立ち返り、創造的かつ主体的

に職務を遂行すること」と定義します。 
 

 

※ 法の一般原則…具体的には、従来の「信義誠実の原則」、「権限濫用の禁止原則」、「比例原則」

及び「平等原則」に加え、現在では「市民参加原則」、「説明責任原則」、「透明

性原則」、「基準準拠原則」及び「効率性原則」を含意するものとしてとらえら

れています。 

⑴ 京都市職員にとってのコンプライアンスとは 



 4 

 

 
 

コンプライアンスを推進するために、どのようなことを心掛けなければなら

ないのでしょうか。 

それを明記したものが「京都市職員の倫理を確立するための行動規範（京都

市職員倫理憲章）」（平成 19 年 3 月策定。以下「行動規範」といいます。）です。 

職員一人ひとりが行動規範を再認識し、「現地・現場主義」に立って実践する

こと、そして管理監督職員や局区等が、行動規範を実践しやすい職場環境づく

りを進めることが必要です。これらの取組がコンプライアンスの推進につなが

るのです。 

 

 

  
 
 
    

⑵ コンプライアンスを推進するために 

 

 
 

 

１．公私にわたり、 

高い倫理観を持って、行動します。 
 

１．市民の目線に立って、 

仕事に全力投球します。 
 

１．法令等を遵守し、不正を許さず、 

公正に仕事をします。 
 

１．情報を市民に分かりやすく伝え、 

説明は丁寧に行います。 
 

１．自己研鑽に励み、 

絶えず改革に取り組みます。 

京都市職員の倫理を確立するための行動規範  

（京 都 市 職 員 倫 理 憲 章） 
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２ コンプライアンスの推進を支える制度や仕組み 
 

４ページでは、行動規範の再認識及び実践と、これを実践しやすい職場環

境づくりがコンプライアンスの推進につながることを説明しました。 
   本市では、職務の公平性、公正性を確保し、服務の適正等を図るための様々

な制度を構築し、取組を進めてきましたが、これらの制度や取組を行動規範

との関連で整理すると、次のようになります。 

 

 

 

 

 

⑶ 法令等を遵守した公正な職務執行 

⑸ 自己研鑽
さん
と絶え間ない改革の実践 

 
 

 
 

市 

⺠ 

に 

信 

頼 

さ 

れ 

る 

市 

役 

所 

① 適正な業務遂行 
② 適正な服務の確保 
③ 京都市職員の公正な職務の執行の確保に関する条例 
④ 公益通報処理制度（内部通報） 

① 京都市職員の倫理の保持に関する条例 
② 公務員倫理研修 

① 全庁“きょうかん”実践運動 
② 信頼される市民応対 

① 情報の積極的な開示と適切な管理 
② 誠実、丁寧で意を尽くした説明（説明責任） 

① 自主的な業務改善（業務と組織の自己変革） 

② 自己研鑽
さん

による能力向上と視野の拡大（職員の自己変革）  

③ 信頼される服装と身だしなみ 

⑷ 市民への分かりやすい情報伝達と丁寧な説明 

⑵ 市民の目線に立った仕事への専念 

⑴ 公私にわたる高い倫理観の保持 

コ ン プ ラ イ ア ン ス の 推 進 
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制度や取組の目的を端的に記しています。 
実践に際しては、この目的を理解して、目的に沿った行動をしましょう。 

 
制度の趣旨や取組の概要を記しています。 
より詳しいことについては、イントラネットの行財政局コンプライアンス推進室

のホームページなどに手引や説明がありますので、これらを参照してください。 

 
各項目ごとに、ここだけは押さえたいという制度の基本となる事項を記していま

す。 
 

指 針 の 見 方 

目 的 

趣 旨 ・ 概 要 

基基 本本 的的 なな 心心 得得  

運運 用用 上上 のの 留留 意意 点点  

 
実際の運用に当たって留意すべき点を「担当職員」、「管理監督職員」、「局区等」に分

けて、記しています。 
担当職員 

各業務に従事する一人ひとりの職員をいいます。業務に従事するに当たっては、自ら

の行動が市民の市政に対する信頼と評価に直結しているという意識を持つことが必要で

す。 
 

管理監督職員 

業務を統括したり、所属職員を指揮監督したりする立場にある職員をいいます。率先し

てコンプライアンスを実践することは当然として、広い視点をもって、業務のチェック、

所属職員の指導及び育成、職場風土の刷新などにも取り組んでいく必要があります。 
 

局区等 

各局区等は、それぞれの所管業務に応じて、コンプライアンス推進のための様々な取

組を主体的に行っていくことが必要です。 
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職務の執行の公正さに対する市民の疑惑や不信を招くような行為を防止すると

ともに、職員の倫理観を高揚させることにより、公務に対する市民の信頼を確保

すること。 
 
 
 
 
 

 
職員は、自らの行動が公務に対する市民の信頼に影響を及ぼすことを認識し、

職務に全力を挙げ、常に自らを厳しく律する必要があります。そして、市民全体

の奉仕者であることを自覚し、法令等を遵守するとともに、公正な職務の執行に

当たらなければなりません。 
 
そのためには、職員は、常に公私の別を明らかにし、職務や地位を私的利益の

ために用いてはいけません。 
  

また、法令等により与えられた権限の行使に当たっては、当該権限の行使の対

象となる者から贈与等を受ける等、市民の疑惑や不信を招くような行為をしては

なりません。 
 
 こうした職員としての責務を果たすために、この条例では、職員が利害関係者

（＊）や事業者等との接触に当たり、禁止される行為や求められる手続について

定めています。 
 
＊「利害関係者」とは 

１ 本市の許認可等を受けて事業を行っている事業者等及び許認可等の申請をしている者 

２ 補助金等の交付の対象となる者 

３ 不利益処分の相手方となる者 

４ 行政指導を受けている者 

５ 本市との間で契約を締結している者 

６ その他局区等の所掌する事業にかかわる事業者 等 
 

⑴ 公私にわたる高い倫理観の保持のための取組 

① 京都市職員の倫理の保持に関する条例 

目 的 

趣 旨 ・ 概 要 
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１ 市民全体の奉仕者であることを自覚し、法令等の遵守と公正な職務

の執行を心掛けること。 

２ 常に公私の別を明らかにすること。 

３ 所定の手続を経ることなく利害関係者から贈与等を受けるなど、市

民の疑惑や不信を招くような行為をしないこと。 

担当職員 

① 職員は、利害関係者から接待（飲食やゴルフ等のもてなし）、金銭、物品又は

不動産の贈与、無償での物品又は不動産の貸付けを受ける等の行為をしてはい

けません。 

② 職務上の必要がある場合は、次のような行為をすることができますが、事前

に届出をすることが必要です。 

ア 多数の者が出席するパーティー等において、利害関係者から飲食物の提供

を受けること。   

イ その他公正な職務の執行に対する市民の疑惑や不信を招くおそれがないと

認められる行為を行うこと。 

③ 利害関係者と飲食を共にする場合で、自己の飲食に係る費用が５，０００円

を超える場合には、その費用を自己負担する場合であっても、事前の届出が必

要となります。 

管理監督職員 

① 管理監督職員には、より大きな権限と責任が与えられています。上記の担当

職員の留意点で述べたことについて、より注意を払う必要があります。 

② 課長級以上の職員が利害関係者以外の事業者から５，０００円を超える贈与

等を受けた場合には、報告が必要となります。 

局区等 

① この条例の目的、この条例で定められた職員の責務及びこの条例に基づく届

出や報告の義務について、すべての職員に徹底を図ることが必要です。 

② 特に、利害関係者との接触の機会が頻繁にある所属については、届出や報告

に遺漏がないか、常に注意を喚起することが必要です。 

基基 本本 的的 なな 心心 得得  

運運 用用 上上 のの 留留 意意 点点  
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 職員一人ひとりが公務員倫理に関する意識を高め、組織全体に浸透させること。 
  
 
 
 
 

職員は市民全体の奉仕者であり、その職務は市民から負託された公務です。ま

た、職務外の行動であっても、それが公務に対する市民の信頼に影響を及ぼすこ

とがあります。そのため、職員には高い倫理観が求められていますが、このこと

を職員が自覚し、自ら高めなければなりません。 
 
どのような行為が公務員としてふさわしくない、恥ずべき行為なのか、どうす

れば公務員としてふさわしいのかをしっかりと認識し、自己の職責に誇りを持て

るようにすることが必要です。 
 
こうした公務員倫理を強く意識し、高める機会として、研修を実施しています。 

② 公務員倫理研修 

目 的 

趣 旨 ・ 概 要 

 

＜実施している主な研修＞ 

 

各局区等が主体となって行う研修 

  局区等における公務員倫理等研修 

  研修推進月間（憲法月間（５月）、市民応対研修推進月間（１０月）、人権月間（１２月））に

行われる研修 
 

職員研修センターが行う研修 

管理監督職員を対象とした階層別研修（新任係長級職員研修、指導育成力向上研修など） 

一般職員を対象とした階層別研修（中堅職員研修、チャレンジ研修など） 
 

コンプライアンス推進室が行う研修 

コンプライアンス研修（平成２１年度から実施） 
 

その他 

懲戒処分を受けた職員に対して、公務員倫理を徹底させ、意識改革を促進することを目的とし

た研修（再発防止研修） 
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担当職員 

  研修にただ漫然と参加するのではなく、職員一人ひとりが市民全体の奉仕者

たる公務員であることを意識し、自らの考え方や行動を見つめ直す機会として

活用することが必要です。 

管理監督職員 

  所属職員を指揮監督する立場にある者として、より高いレベルでの公務員倫

理が求められます。責任ある立場にあることを十分に認識し、「率先垂範」の姿

勢を見せるとともに、研修を通じて所属職員の公務員倫理の高揚を図っていく

ことが求められます。 

局区等 

① 公務員倫理研修は、継続的に実施されて初めて効果が表れるものです。公務

員倫理が職員一人ひとりの内面に息付き、組織文化として根付くまで、様々な

機会をとらえ、繰り返し実施することが求められます。 

② 職員研修センターが行う「局区等における公務員倫理等研修強化のための支

援」制度なども活用して、局区等の実情に応じた研修を積極的に実施する必要

があります。 

１ 職員一人ひとりが、「公務員としてふさわしい行動とは何か」を考

え、実践すること。 

２ 研修を、自らの行動を点検する機会であり、また、点検する手法を

身に着ける場であると意識すること。 

基基 本本 的的 なな 心心 得得  

運運 用用 上上 のの 留留 意意 点点  



 11 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

地域主権時代のモデルとなるという、より大きな目標を視野に入れて、職員一

人ひとりが市民の目線で、自らの職場の改善に取り組むことにより、市民感覚を

市政の隅々まで浸透させるとともに、自律的、主体的な「気風」を醸成すること。 
 
 
 
 
 

市民の目線、市民の感覚に立った業務の改善等に、職員全員がそれぞれの職場

で共に汗し、共に感じ、共に 歓
よろこ

びながら取り組む「全庁“きょうかん”実践運動」

を実施しています。 

① 全庁“きょうかん”実践運動 

⑵ 市民の目線に立った仕事への専念のための取組 

目 的 

趣 旨 ・ 概 要 

 

＜全庁“きょうかん”実践運動の取組例＞ 

 

“きょうかん”ミーティング 

すべての職員が自己の業務の役割を点検し、自己の業務において「何ができるか」、「何をすべ

きか」を考え、職場ミーティングを通じて取組目標を共有しながら、全員で市民の目線に立った

業務改善に取り組む。 
 

職場訪問チーム 

  職場を直接訪問する「市民で構成するチーム」の「声」を業務改善に生かす。 
 

窓口サービス評価・実践制度 

来庁者から接遇等の評価を受け、その結果を窓口サービスの質の改善と向上に生かし、「笑顔、

親切、ていねい、テキパキ」を基本に、民間企業並みの窓口サービスを進める。 
 

市民応対アドバイザー 

接客のプロである元ホテルマン等による市民応対の現場視察を実施し、個別具体的でより実務

に即した助言と指導を受けることで、市民感覚の浸透、応対能力の向上を図る。 
 

ハートミーティング 

風通しの良い組織風土の醸成と職員の士気向上を図るため、職員と市長が本音で意見を交換す

る。 
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１ 全庁“きょうかん”実践運動は、単なる業務改善にとどまらず、地

域主権時代のモデルになることを目指す取組であると認識すること。 

２ 職員の自律的、主体的な行動を奨励し、職員間、組織間の連携を図

ること。 

担当職員 

① 全庁“きょうかん”実践運動の推進は、職員一人ひとりの主体的な行動にか

かっています。日々の業務の中の些
さ

細なことでも、「なぜ、そうなっているのか」

を追究し、地域主権時代のモデルとなるという、より大きな目標を視野に入れ

て、より良い方法等を考えることが基本です。 

② 気付いたことは同僚や上司に問題提起し、組織の課題とすることが必要です。 

管理監督職員・局区等 

① 職員の積極性を生み出すために、局区等全体として、又は各職場において、

地域主権時代のモデルとなるという、より大きな目標を視野に入れた前向きな

行動や取組を評価し、これを奨励する雰囲気をつくる必要があります。 

② 既存のルールや慣習にとらわれず、指摘や問題提起を謙虚に受け止める姿勢

が重要です。 

③ 職員間でも率直な意見交換ができるよう、風通しの良い職場をつくることが

求められます。 

基基 本本 的的 なな 心心 得得  

運運 用用 上上 のの 留留 意意 点点  



 13 

 
 
 
 
 
 
 
 

 職員一人ひとりが市民に信頼感を与える応対をすること。 
  
 
 
 
 
 
 市役所は、市民の負託を受けて、市民のために仕事をしています。 

 

「笑顔、親切、ていねい、テキパキ」は、市民応対の基本です。言葉遣い、話

の仕方、話を聞く態度などに気を配る必要があります。 
 

市民と応対する職員は、自らの応対が市政の評価につながるという意識を持っ

て、市民と接する必要があります。 
 

また、職員個人の言動だけでなく、市民を迎える職場の環境も、応対の重要な

要素です。 
 

さらに、窓口での市民との直接の応対だけでなく、電話での応対も重要です。

顔が見えないだけにより配慮が必要です。 
  

市民応対の場面は様々であり、マニュアルに形式的に従ってさえいればよいと

いうケースは稀
まれ

です。マニュアルの基本事項を押さえたうえで、臨機応変に対応

することが求められます。また、時には、丁寧な中にも毅
き

然とした態度で臨むこ

とが市民の信頼につながる場合もあります。 
 

＊ 応対に当たっての注意事項は、「応対ハンドブック～市民の目線に合わせて～」、「電話は信

頼の第一歩～所属と氏名を名乗ろう～」を参照してください。いずれも、行財政局人材活性化

推進室職員研修センターのイントラネットホームページに掲載されています。 

② 信頼される市民応対 

目 的 

趣 旨 ・ 概 要 



 14 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

１ 市民と接するときは、その応対が市民の市政に対する評価に直結す

るものであることを意識すること。 

２ 「笑顔、親切、ていねい、テキパキ」を基本とした市民応対に努め

ること。 

３ 場合によっては、丁寧な中にも、毅
き
然とした姿勢で臨むこと。 

担当職員 

① 自らの応対が、市役所全体のイメージを左右することがあることを十分に認

識する必要があります。 

② 職員同士で、良い応対は真似
ま ね

し合い、悪い応対は指摘し合うなど、お互いに

より良い応対を目指す姿勢が求められます。 

管理監督職員・局区等 

① 所属長に対する印象は、そのままその所属の印象になります。責任ある立場

にあることを自覚し、率先垂範してより高いレベルの市民応対を実践するとと

もに、応対についての所属職員への助言や指導が求められます。 

② より良い応対を根付かせる職場の雰囲気づくりや、所属の状況に応じて研修

を実施する必要があります。 

基基 本本 的的 なな 心心 得得  

運運 用用 上上 のの 留留 意意 点点  
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 仕事のＴＰＯ（時間、場所、場合）に応じた服装や身だしなみを考え、実践す

ること。 
  
 
 
 
 人の印象は、一目見たときの外観で形成されます。この第一印象の良さが信頼

につながることを認識し、服装や身だしなみをきっちりすることが大切です。 
 

また、被服が貸与されている職員については、京都市職員服装規則でその着用

が義務付けられており、き章のはい用や名札の着用についても、同規則や京都市

職員服務規程で定められています（※市長部局の場合）。 
 

被服として定められているもの以外は、次の３つの観点から服装や身だしなみ

を考える必要があります。 
 
市民に不信感を抱かせない（品位を保つ） 

地方公務員法第３３条において、「職員は、その職の信用を傷つけ、又は職員の職

全体の不名誉となるような行為をしてはならない。」と規定されており、服装や身だ

しなみにおいても、公務員としての品位を保つことが求められます。 
 

市民に不快感を与えない（清潔さを保つ） 

不潔な身だしなみは論外です。また、自分にとってはおしゃれの一環のつもりであ

っても、人に不快感を与えるようなものもあります。 
 

市民サービスの向上につなげる（機能性を保つ） 

本市では、職種ごとに事務服、作業服、白衣、警備服といった様々な被服が貸与さ

れています。これは、それぞれの職種ごとの作業に適した形態の服装にすることによ

って、業務を能率的かつ機能的に進めるためです。 

 
※ 上記のほかに、本市では「ＤＯ ＹＯＵ ＫＹＯＴＯ？（環境にいいことしていますか？）」を

合言葉に、夏場のエコオフィス運動としてノーネクタイ、ノー上着、半そでシャツの着用を励行し

ています。また、「仕事始めは、きもの姿で」や「祇園祭『ゆかた』姿でクールビズ」といった取

組を実施しています。 
これらの取組は、地球規模の問題である温暖化の防止や、和装産業の振興と「きものの魅力と和

の文化」の発信のために、職員自らが積極的に推進しているものです。 

③ 信頼される服装と身だしなみ 

目 的 

趣 旨 ・ 概 要 
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１ 名札や被服の着用など、定められたルールを守ること。 

２ 明確なルールがない場合も、信頼される服装や身だしなみを考え、

実践すること。 

３ 市民に信頼される服装や身だしなみは、個人の主観的な好みと合致

しないことがあることを自覚すること。 

担当職員 

① 自分の服装や身だしなみが、市役所のイメージになることを自覚しましょう。 

② 個人の主観的な好みを優先するのではなく、公務の遂行にふさわしい服装や

身だしなみを考え、実践しましょう。 

管理監督職員・局区等 

現在定めている被服が、市民に信頼され、職員にとって働きやすいものとな

っているかどうかについて、市民からの指摘や市民応対アドバイザーの意見な

ども参考に、様々な機会をとらえて点検するとともに、職員一人ひとりが定め

られた被服を着用したり、信頼される服装や身だしなみを実践する職場づくり

に努めましょう。 

基基 本本 的的 なな 心心 得得 

運運 用用 上上 のの 留留 意意 点点  
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 法令等を杓子
しゃくし

定規に守るのではなく、その目的や趣旨を踏まえ、公平、公正、

効果的かつ効率的で、スピード感のある業務遂行を実践すること。 

 
 
 
 
 

憲法、法令、条例、規則等のルールを十分に理解し、これに基づき業務を遂行

することは当然です。ルールを適正に執行するためには、その目的や趣旨に立ち

返って、具体的な事実関係やその背景を的確に押さえたうえでこれを適用する必

要があり、このことはすべての職員が理解し、実践しなければならないことです。 
 

ルールが定められていても、担当職員がこれを意識しなかったり、ルール自体

が現状に合わなくなっていたりする場合は、実質的に機能しているとは言えませ

ん。ルールに不備があると認められれば補い、無駄があると認められれば省く等、

速やかに改善することが必要です。 
 

また、市政全般に関する法令を十分に理解し、とりわけ業務に関する法令につ

いては、専門家として精通するために、研修に参加する等、積極的に自己研鑽
さん

に

励み、必要な知識を習得し、能力を向上させることが大切です。 
 

 抜本的な解決が難しく、先送りされてきた課題についてこそ、優先的に点検と

確認を行わなければなりません。そのためには、「聖域」や「タブー」のない、徹

底的な議論ができる職場づくりが重要になります。 
 

このような点検と確認は、所管する所属で行われるべきですが、職員個人や職

場だけに委
ゆだ

ねることはできません。組織内外の様々なチェック機能が働くことに

より適正な業務執行が図られます。例えば、意思形成過程への市民参加、情報公

開、公益通報、監査委員による監査等が、これらのチェック機能を果たしていま

す。 

① 適正な業務遂行 

⑶ 法令等を遵守した公正な職務執行のための取組 

目 的 

趣 旨 ・ 概 要 
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１ 法令等の目的や趣旨に立ち返り、点検と確認を行い、ルールに不備

や無駄があれば、速やかに改善すること。 

２ 「市民感覚」を常に意識して業務を遂行すること。 

３ 抜本的な解決が先送りされてきた課題ほど、優先的に取り組むこ

と。 

担当職員 

① 適正な業務遂行は、ルールの理解が前提です。常にその目的や趣旨に立ち返

り、点検と確認を怠らないようにしましょう。 

② 現行のルールやその運用が果たして妥当なのかどうかという問題意識を常に

持ち、漫然と業務を遂行することがないようにしましょう。 

③ 研修に積極的に参加する等、自己研鑽
さん

に励み、業務に必要な知識や能力を身

に着けるようにしましょう。 

管理監督職員 

① 所属職員が、目的や趣旨に立ち返ってルールを理解するよう、ＯＪＴ（職務

遂行を通じた訓練）や業務研修を通じて徹底する必要があります。 

② 担当者が交代しても、適正な業務の遂行が滞ることがあってはいけません。

そのためには、必要に応じてマニュアルや手引を作成することも重要です。 

局区等 

① 過去からの経過や慣行にとらわれず、ルールの内容やその運用が適切なもの

であるかを組織的にチェックし、ルールに不備や無駄があれば、速やかに改善

することが必要です。 

② 特に、補助金等の交付に係る事務については、交付ルールの整備を図ってい

くことが必要です（全庁的な交付ルールを策定予定）。 

③ 外郭団体等、本市が指導権限を有する団体の業務遂行についても、点検と確

認が必要です。 

④ 業務に関する職員の知識や能力を高めるため、研修等の自己研鑽
さん

の場を設け

ることが必要です。 

４ 「聖域」や「タブー」のない、何でも議論できる風通しのよい職場

づくりに努めること。 

基基 本本 的的 なな 心心 得得 

運運 用用 上上 のの 留留 意意 点点  
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意図的なルール違反 

ルールの軽視や都合のよい解釈 

油断、慣れ、思い込み等による過失 

ルール自体の不知、無理解又は誤解 

不適切な状態の放置、「聖域」や「タブー」の容認  

ルールと実態との乖
かい

離 

不適切な業務遂行につながる要因例 

１ 所属内での取組 

問題が発生した場合、まずは所属内で解決すること

を目指しましょう。 

２ 関係部局との連携 

所属内で問題が解決できなかった場合、次は関係部

局との連携を図り、解決を目指しましょう。 

３ その他の解決 

監査委員による監査や公益通報などがきっかけと

なって、問題の解決が図られることがあります。 

市 

⺠ 

の 

信 

頼 

の 

確 

保 

解
決 

解
決 

自主的な解決 

外部からのチェック 
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１ 所属内での取組 
① ルール（条例、規則、要綱等）の制定改廃 

 ルールを明確にしておくことはもちろんのこと、ルールが実態に合わない場

合には、これを速やかに見直し、改める必要があります。 
② ルールの徹底 
  所属職員がルールをその目的や趣旨に立ち返って理解していることが前提で

あり、ＯＪＴや業務研修を通じて徹底しましょう。マニュアルや手引の整備は

有効ですが、これらに形式的にとらわれて、その原点であるルールの目的や趣

旨を見失わないようにしましょう。 
③ 所属内でのチェック体制の確立 

 公金の管理及び出納や市民生活に重大な影響を及ぼす事務については、あら

かじめ複数の職員によるチェックが働く仕組みを確立しましょう。 
④ 「市民感覚」を意識した業務遂行 
  常に情報の開示や公開を意識して業務を遂行するとともに、審議会への諮問

や市民との協働等により、意思形成過程にも市民感覚を反映させる仕組みを構

築することが重要です。 
⑤ 業務の点検 

 業務の進め方に問題がないか、業務がルールの目的や趣旨に則ったものとな

っているか、点検を怠らないようにしましょう。 
⑥ 風通しのよい職場づくり 

 “きょうかん”ミーティングなどを活用して、どんなことでも職場で話し合

える風通しのよい職場を作りましょう。 

２ 関係部局との連携 
所属内では解決が難しい問題に直面したり、所属内で判断が付かない場合に

は、局区等の“きょうかん”推進委員会も活用し、組織的な対応を図りましょう。

また、関係部局と連携した取組も必要です。 
特に、法令の解釈に疑義が生じた場合や問題の解決を図るためにルールの制定

改廃を検討しようとするときは、行財政局総務部法制課等に相談しましょう。 

３ その他の問題発見の契機 
① 公益通報 
 職場内での問題が隠ぺいされたり、放置されたりする場合には、公益通報処理

制度（２５ページ参照）を活用しましょう。公益通報による調査を行う際には、

関連する事務や部門に問題がないかまで確認することが必要です。 
② 苦情、不服申立て、訴訟等 

 市民からの苦情、不服申立てや訴訟に誠実に対応することはもちろんですが、

それを契機として、業務に問題がないか改めて点検することが必要です。 
③ 監査委員による監査や業務監察 

監査委員による監査や所属外からの業務監察があれば、これを問題の発見と

解決のチャンスととらえ、積極的に問題の解決を図っていく必要があります。 
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 職員に課された義務を遵守すること。 
 
 
 
 
 
 

私たちが携わる「公務」は、民間企業とは異なる特性や重要な社会的意義を有

していることから、職員には、以下に掲げるように、職務の遂行や職員としての

身分に関して様々な義務（＝服務）が課されています。 
 

 

② 適正な服務の確保 

目 的 

趣 旨 ・ 概 要 

＜職員に課されている主な義務＞ 
 

服務の根本基準（地方公務員法第３０条） 

全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、全力を挙げて職務の遂行に専念しなければな

りません。 
 

職務に専念する義務（地方公務員法第３５条） 

勤務時間及び職務上の注意力のすべてを、その職責遂行のために用いなければなりません。 
 

秘密を守る義務（地方公務員法第３４条） 

仕事上知り得た秘密は、決して漏らしてはいけません。私たちが扱う情報には、市民の資産状

況や生活状況等、プライバシー性の高いものが数多くあり、この義務は、勤務時間中はもちろん

のこと、勤務時間外や退職後であっても守らなくてはいけません。 
 

法令等及び上司の職務命令に従う義務（地方公務員法第３２条） 

法令等や上司の職務上の命令には従わなければなりません。また、プライベートなことであっ

ても、過度の飲酒を禁止すること等、職務に影響を及ぼすおそれがあることに関する上司の指示

には従わなければなりません。 
 

信用失墜行為の禁止（地方公務員法第３３条） 

職の信用を傷つけ、市民の信頼を裏切るような行為をしてはなりません。犯罪行為は論外です。

これは職務中に限らず、プライベートにおいても同様です。 
 

営利企業等の従事制限（地方公務員法第３８条） 

許可を得ずに副業（アルバイト）することはできません。 
※ 非常勤嘱託員については、就業要綱に服務に関する定めがあります。 
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１ 「全体の奉仕者」として「公共の利益」のために働く自覚を高める

こと。 

２ 職員が負う義務のうち、身分上の義務（信用失墜行為の禁止など）

は勤務時間外も課せられていると肝に銘ずること。 

３ 管理監督職員は、日ごろから所属職員の状況を的確に把握しておく

こと。 

担当職員 

① 適正な服務の確保は、職員一人ひとりの意識と実践にかかっています。市民

全体の奉仕者たる公務員としての自己の行動に責任を持ちましょう。 

② 毎朝の出勤簿への押印等の出勤確認、外勤の際の行き先の明示、名札の着用

等、基本的なことを決しておろそかにしないようにしましょう。 

③ 法令等の不知は許されることではありません。自らその根拠となる規定を確

認するなど、守らなければならないルールを正確に理解しましょう。 

④ 服務規律違反の「芽」に気付いたら、職員同士で忠告し合う勇気を持ちまし

ょう。 

 
管理監督職員 

① 服務上の問題を見過ごさない職場の雰囲気をつくりましょう。 

② 服務上の問題がある職員に対しては、毅
き

然とした姿勢で改善を求め、必要に

応じて指導記録を作成することが必要です。 

③ 機会あるごとに、注意喚起と点検を行いましょう。 

局区等 

① 「信頼回復と再生のための抜本改革大綱」の取組の中で構築した仕組みが、

着実に実行されているのかどうかを点検することが必要です。 

② 指導しても改善が見られない職員に対しては、厳しく対応することが求めら

れます。 

基基 本本 的的 なな 心心 得得 

運運 用用 上上 のの 留留 意意 点点  
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市民からの要望に誠実かつ公正に対応するとともに、不正な要望や不正な言動

を伴う要望に対して毅
き

然と対応することにより、職員の公正な職務の執行を確保

すること。 
  

 
 
 
 
 

この条例では、職員が職務の執行に関し、書面以外の方法により受けた要望等

については、すべて記録すること（要望等の場で用件が終了し、改めて対応する

必要がない場合を除く。）が定められています。 
 

市民からの要望に対して説明責任を果たし、誠実かつ公正に対応するためには、

まず要望の内容を的確に把握することが必要であり、そのために記録することが

求められます。一方で、記録することで行政運営の透明性を高めることもできま

す。 
 

また、職員は、法令等に従い、公正かつ公平に職務を遂行しなければなりませ

んが、特定の者に対して有利又は不利な取扱いをするよう圧力を受けるおそれが

あります。 
 

このような不正な要望や、暴行、脅迫、侮辱等を伴う要望に対しては、要望者

への警告、捜査機関への告発、要望内容の公表等、組織的に毅
き

然と対応する必要

があります。 
 

不正な要望等に対して講じた措置については公表することになっていますが、

これにより抑止効果が得られ、公正な職務の執行の確保に資することになります。 
 

組織的な判断の下で、要望に対して誠実に対応すること、不正な要望等に対し

ては決して屈しないという姿勢を示すことが、市民の信頼を高めることにつなが

ります。 

③ 京都市職員の公正な職務の執行の確保に関する条例 

目 的 

趣 旨 ・ 概 要 
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１ 職務に関して受けた要望等は、改めて対応する必要がない場合を除

き、すべて記録すること。 

２ 不正であるかどうかの判断を含め、要望等への対応は組織として行

うこと。 

３ 不正な要望や、暴行、脅迫等を伴う要望には、組織を挙げて対応し、

決して個人の判断で応じないこと。 

担当職員 

① 要望の的確な記録が基本です。メモや確認を取りながら、内容を正確に把握

することが重要です。 

② 暴行、脅迫等を受けた場合は、まず市民の安全の確保が第一であり、それと

同時に自分の身を守ることを考えましょう。 

③ 「対応マニュアル」等を参考に、日ごろから対応をシミュレーションしてお

きましょう。 

管理監督職員 

① 組織として毅
き

然とした対応ができるかどうかは、その現場の責任者である管

理監督職員の指揮にかかっています。不正な要望等を受けた場合の対応を日ご

ろからシミュレーションしておく必要があります。 

② どのような要望であっても、担当者に対応を任せきりにしていてはいけませ

ん。常に担当者の様子に注意を払い、助言や指導を行うことが求められます。 

③ 日ごろからホウレンソウ（報告・連絡・相談）や確認を徹底するとともに、

どんな些
さ

細なことでも気軽に相談することができる職場づくりをしましょう。 

局区等 

① 部署ごとの対応にばらつきがないよう、“きょうかん”推進委員会等を活用し

て、具体的な情報を共有しましょう。 

② 特に不正な要望等に対しては、個々の職員が適切に対応できるよう、取るべ

き行動を「対応マニュアル」として定め、研修等によって周知徹底することが

有効です。 

基基 本本 的的 なな 心心 得得 

運運 用用 上上 のの 留留 意意 点点  
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 本市の業務遂行に係る違法な取扱い又は職員個人の違法行為を早期に発見し、

対処することにより、問題が拡大する前に是正すること。 
  
 
 
 
 

公益通報処理制度は、本市の業務や職員の行動について、法令に違反する行為

があり、上司や同僚への相談等による職場内での解決が難しい場合に、通報処理

窓口に通報し、相談することにより、違法状態の是正を図る仕組みです。 
 
通報できる人 

  職員はもちろんのこと、だれでも通報できます（匿名での通報も可能です。）。 
 

通報対象となる行為 

本市の業務の進め方や職員の行為で、法令、条例、規則等に違反すると思われるも

のです。 
 

通報後の対応 

  通報に関する所管部局（場合によっては、行財政局コンプライアンス推進室）が調

査し、違法な行為が確認されれば、是正のための必要な措置が採られます。 

  調査に当たっては、通報者が特定されないよう配慮します。また、正当な目的でな

された通報に関し、通報者が不利益を受けることはありません。 
 

通報・相談先 

○ 京都市公益通報処理窓口（行財政局コンプライアンス推進室内） 

電話  （０７５）２２２―４０８０ 

E-mail koueki@city.kyoto.jp 

※消防局、交通局、上下水道局及び教育委員会については、それぞれに窓口があります。 

○ 京都市通報相談員 小嶋 敦（こじま あつし）弁護士 

住所  〒６０４―０８７６ 

京都市中京区丸太町通烏丸東入光リ堂町４２０ 

京都インペリアルビル５階 洛新法律事務所内 

電話  ０７５－２３１－１１０６（法律事務所直通） 

E-mail k-rakushin@lake.ocn.ne.jp

④ 公益通報処理制度（内部通報） 

目 的 

趣 旨 ・ 概 要 

mailto:koueki@city.kyoto.jp
mailto:k-rakushin@lake.ocn.ne.jp
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１ 職場の不正行為に対し、職場内での解決が難しいときは、公益通報

処理窓口へ通報し、相談すること。 

２ 公益通報は、悪しき慣行や長年の不適切な事務処理などを是正する

有効な手段であると認識すること。 

３ 公益通報に基づく調査に当たっては、通報者の個人情報等の秘密を

保護すること。 

担当職員 

① 問題に気付いた場合、職場の同僚や上司に相談し、解決のための方策を検討

し、実践することが求められます。 

② 万が一、組織的な隠ぺい等がある場合には、公益通報処理窓口に連絡し、解

決を図りましょう。 

管理監督職員 

① 所属職員から違法行為や不正行為に関する相談を受けたときは、相談者の秘

密を守りながら改善策を講じることが求められます。 

② 自らの職場が通報の対象となった場合は、決して通報者を詮
せん

索するのではな

く、職場の問題を積極的に洗い出す必要があります。 

４ 公益通報処理制度は、私的な不平や不満を解消するための制度では

ないことに留意すること。 

基基 本本 的的 なな 心心 得得 

運運 用用 上上 のの 留留 意意 点点  

局区等 

① 通報者の保護は、公益通報処理制度の根幹です。決して通報者の個人情報が

漏れないよう、情報管理を徹底する必要があります。 

② 通報に対しては、制度の趣旨を踏まえ、「問題を芽のうちに摘む」、「改めるべ

きは改める」という姿勢で臨むことが重要であり、通報内容について客観的な

視点で確認、点検及び調査を行うことが求められます。 
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本市が保有する情報を適切に管理し、広く市民に公開することにより、市政に

対する理解と信頼を深めるとともに、市民参加、市民協働を促進し、開かれた市

政を実現すること。 
 
 
 
 
 

本市が保有する情報は、広く市民に公開され、活用されることにより、市民生

活の向上と豊かな地域社会の形成に役立てられるべきものであり、そのことは「地

域主権」の基本となるものです。そのため、情報を積極的に開示することが求め

られます。 
 
一方で、個人情報の保護に関する市民の意識も高まっており、個人情報の漏え

いがあれば、民事上又は刑事上の責任が問われ、懲戒処分の対象にもなります。 
 
本市では、以下のとおり、情報を公開する仕組みと情報を保護する仕組みを構

築しており、これらをバランス良く、適切に運用する必要があります。 
 
 

 

① 情報の積極的な開示と適切な管理 

⑷ 市民への分かりやすい情報伝達と丁寧な説明のための取組  

目 的 

趣 旨 ・ 概 要 

 

＜本市における情報公開と情報保護の仕組み＞ 
 

情報公開制度（京都市情報公開条例） 

本市が保有する情報の一層の公開を図ることにより、公正で民主的な市政を推進するため、必

要なルールを定めています。 
 

個人情報保護制度（京都市個人情報保護条例） 

  個人情報の適正な取扱いの確保に関し必要な事項を定めるとともに、本市が保有する個人情報

の開示、訂正、利用の停止、消去及び提供の停止を請求する権利を市民に保障することにより、

個人の権利利益の保護と市政の公正かつ適正な運営を推進するため、必要なルールを定めていま

す。 
 

情報セキュリティポリシー 

本市における継続的かつ安定的な行政事務の実施を確保するとともに、市民の安全、安心及び

信頼の下に電子市役所を構築するため、必要なルールを定めています。 
 

公文書の管理（京都市公文書管理規則、京都市公文書取扱規程等） 

公文書の適正な管理（分類、作成、保存及び廃棄）を図るため、必要なルールを定めています。 
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１ 情報公開は地域主権の根幹であり、常に公開を意識した事務処理を

行うこと。 

２ 適正な情報開示の前提は適切な情報管理であり、それは市民の貴重

な「財産」の管理であると認識すること。 

担当職員 

① 日々の事務処理の中で、「開示すべき情報」と「開示してはならない情報」を

意識しましょう。 

② 公文書の散逸や漏えいに十分注意しましょう。電子媒体の情報も同様です。 

③ 個人情報が記載された文書は、必ず鍵の掛かる場所に保管しましょう。 

管理監督職員・局区等 

① 所属職員に、情報は原則として開示するものであるという意識を徹底させる

ことが必要です。 

② 業務に関する情報を一人の職員が抱えこむことのないように、情報を組織で

共有し、だれでも開示できるようにすることが大切です。 

③ 公文書の公開に当たっては、請求する市民の権利と個人情報の保護について

十分な配慮をしなければなりません。 

④ 情報の管理に当たっては、各職員に情報セキュリティポリシーを遵守させる

とともに、公文書の適切な管理や文書管理システムの利用の促進に努める必要

があります。 

基基 本本 的的 なな 心心 得得 

運運 用用 上上 のの 留留 意意 点点  
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 職員一人ひとりが、市民の理解と協力を得るために、どのように説明責任を果た

せばよいかを考え、実践すること。 
  
 
 
 
 
 

常に市民が何を求めているかを的確に把握したうえで、分かりやすく丁寧な説

明を行う必要があります。 
 

職務を遂行する上で、場合によっては市民の行動や権利を制約することもあり

ます。 
 

「一方通行」の説明ではなく、市民の理解を得るための努力を尽くすことが重

要です。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

② 誠実、丁寧で意を尽くした説明（説明責任） 

目 的 

趣 旨 ・ 概 要 

 

＜誠実、丁寧で意を尽くした説明（説明責任）に関する主な取組＞ 
 
全庁“きょうかん”実践運動【再掲】 
  市民に分かりやすく丁寧な説明を行うために、市民応対アドバイザーや窓口サービス評価・実

践制度等を通じて得た指摘を十分に活用し、日ごろの業務遂行に反映させていく必要がありま

す。 
 
京都市職員の公正な職務の執行の確保に関する条例【再掲】 

市民等からの要望に対して誠実に対応することには、市民に分かりやすく、丁寧に、説明責任

を果たすことが含まれています。 
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１ 公務員としての能力は、どれだけ平易な言葉で分かりやすく説明で

きるかによって決まると意識すること。 

２ 説明責任を果たすため、業務内容を熟知すること。 

３ 市民からの苦情は真摯
し
に受け止め、今後に生かすこと。 

担当職員 

① 市民からの苦情の多くは、「十分な説明を受けられなかった」と感じたことを

きっかけに起きています。苦情を受けたら、自分の説明の仕方に分かりにくい

点や不親切な点がなかったかどうか振り返りましょう。 

② 理解してもらえない、納得してもらえない状況であるほど、冷静にならなけ

ればなりません。 

③ 難しい表現や役所用語を避け、できる限り平易な言葉でだれにでも分かる説

明を心掛けましょう。 

管理監督職員・局区等 

① だれにとっても分かりやすい説明になっているか、市民の目線で点検する必

要があります。 

② 市民に情報を伝える手段についても、市民がアクセスしやすいものとなって

いるか、検討する必要があります。 

③ 職員一人ひとりが説明責任を果たすためには、それぞれが取り扱う業務内容

を熟知していることが大前提です。そのためには、必要に応じて業務研修等の

取組を行うことが求められます。 

④ 市民は十分な専門知識と経験がある職員が応対しているものと思っていま

す。そのため、異動や採用後間もない職員に対しては、業務に慣れるまで十分

なフォロー体制を取ることが不可欠です。 

基基 本本 的的 なな 心心 得得 

運運 用用 上上 のの 留留 意意 点点  
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市政に対する市民の信頼を確保するため、リスク（組織の目標達成を阻害した

り、市民の信頼を損なったりする要因）や課題を発見し、自主的に業務を改善す

るための４ステップサイクルを実践すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市政に対する市民の信頼を確保するためには、社会経済状況の変化を的確にと

らえ、「現地・現場」からの視点で常に時宜にかなった施策を講じていく必要があ

ります。 
長年にわたり継続する施策では、効果や効率が低下したり、実情に合わないケ

ースが生じることがあり、時には抜本的な改善策を講じていくことが必要になり

ます。このような場合に、漫然と施策を継続させると、場合によっては、市民の

信頼を損なう問題の発生の原因となります。 
 
そうしたことから、日ごろからリスクや課題の早期発見に努め（ステップ１）、

リスクや課題の内容に応じて改善策を定め、これを周知し（ステップ２）、その策

を適切に実施し（ステップ３）、改善策の効果を点検し、新たなリスクや課題の発

見につなげる（ステップ４）という四つのステップを繰り返し、自主的な業務改

善を行うことが必要です。 

① 自主的な業務改善（業務と組織の自己変革） 

⑸ 自己研鑽
さん

と絶え間ない改革の実践のための取組 

目 的 

趣 旨 ・ 概 要 

ステップ４ 改善策の効果の点検 

ステップ２ 改善策の策定と周知 

ステップ３ 改善策の実施 ステップ１ リスクや課題の発見  

＜4 ステップサイクル＞ 
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１ 日常の業務において４ステップのサイクルを定着させること。 

２ どのような業務にもリスクが発生する可能性があることを常に意

識すること。特に、長年にわたって抜本的な見直しが行われていない

業務には注意すること。 

３ 市民からの指摘等、あらゆる機会をとらえて、業務の在り方を含め

た点検を行うこと。 

担当職員 

① 行政評価等（政策、施策及び事務事業の評価並びに外郭団体経営評価をいい

ます。）は業務改善の基礎となるものです。政策等（政策、施策、事務事業又は

外郭団体の経営をいいます。）の効率性、有効性その他当該政策等の特性に応じ

て必要な観点から適切に行わなければなりません。 

② 職員一人ひとりが日々の職務を遂行する際に、常に「改善の余地がある」と

いう意識を持つことで、リスクや課題を発見できる可能性は高くなります。 

③ 発見したリスクや課題は速やかに報告及び相談し、組織の共通認識としまし

ょう。 

④ 市民からの指摘を以後の業務遂行に生かしましょう。 

管理監督職員・局区等 

① 行政評価等の結果を自主的な業務改善につなげることが重要です。 

② 日常の業務に潜むリスクや課題を発見しやすくするには、管理監督職員がリ

ーダーシップを発揮して、風通しのよい職場づくりを進めるとともに、定期的

に業務の点検を行ったり、現場や市民の声に率先して積極的に耳を傾けること

が重要です。 

③ リスクや課題が見つかった場合には、組織として速やかに対処すること、小

さな問題でも放置せずに改善に取り組むことが求められます。 

④ 業務改善の手段として新たに制度を作り、又はルールの制定改廃を行ったと

きは、研修等を通じて職員一人ひとりに周知することが不可欠であり、運用状

況のチェックも必要です。 

⑤ 業務改善を実施したときは、それが期待された効果を発揮しているかをチェ

ックし、必要に応じて更なる改善策につなげていく必要があります。 

基基 本本 的的 なな 心心 得得 

運運 用用 上上 のの 留留 意意 点点  
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自己研鑽
さん

により、職務遂行能力の向上を図るとともに、視野を広げ、多角的に

物事をとらえることができるようにすること。 
 
 
 
 
 
 

専門的な知識、技術だけでなく、物事を多角的にとらえることができる能力を

持った職員でなければ、地域主権の時代を担うことはできません。 
 

 そのためには、職員は、自らの職分を全うするだけではなく、更に高い水準を

目指して自己研鑽
さん

に励むことが必要です。 
 

また、「机上の理論」だけではなく、必ず現場に足を運び、実情や課題を「肌で

感じる」ことが必要です。 
 

さらに、担当業務を全うするためには、関連する業務にも通じておく必要があ

ることがあります。よって、担当業務に関連する業務にも関心を向け、必要に応

じて関係する所属と連携することができるようにしておくことも重要です。 
 

自己研鑽
さん

は本人の意欲にかかっていますが、それを支援する仕組みや奨励する

組織文化を確立することが重要です。  

② 自己研鑽
さん

による能力向上と視野の拡大（職員の自己変革）  

目 的 

趣 旨 ・ 概 要 
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１ 常に学ぶ意識を忘れることなく、積極的に自己研鑽
さん
に励むこと。 

２ 担当業務以外にも活動の場を広げ、そこから得たものを職務遂行に

生かすこと。 

３ 所属職員の指導や育成は、管理監督職員の最も重要な職務の一つで

あると認識すること。 

担当職員 

① 市民の負託を受けて仕事をする公務員として、常に自らの能力向上に努める

ことは当然のことであり、積極的に自己研鑽
さん

に励む意欲を持たなければなりま

せん。日々の業務を漫然と行うのではなく、常に学ぶ姿勢を忘れないことが重

要です。 

② 研修に積極的に参加することはもとより、市民や同僚職員との日常的なやり

取り、又は業務を遂行する中で受ける指摘や意見などの「生きた情報」にも意

識を向けることが必要です。 

③ 自らが習得した能力、知識及び技術は、積極的に職場に還元しましょう。 

④ 自らの業務を十分に遂行するためには、関連業務についての知識を得ること

に積極的に取り組むことが必要です。 

管理監督職員 

① 所属を統括する立場にある者として、自らが積極的に自己研鑽
さん

に励むこと、

また、その姿勢を示すことが必要です。 

② 所属職員が自らの業務遂行能力の向上のため、研修等に積極的に参加できる

よう、お互いにフォローし合うような環境をつくることが求められます。 

③ 職員が習得した能力を日々の職務の中で生かす場を設ける等、職員の自己研

鑽
さん

に対するモチベーションを向上させる工夫が必要です。 

④ 所属職員の能力向上を見据えた新たな課題の付与や適切な指導及び助言を行

いましょう。 

⑤ 自らが習得した能力、知識及び技術は、積極的に所属職員に還元しましょう。 

局区等 

職員が自己研鑽
さん

に励む機会を数多く設けるとともに、自己研鑽
さん

を奨励し、そ

の支援体制を作ることが求められます。 

基基 本本 的的 なな 心心 得得 

運運 用用 上上 のの 留留 意意 点点  
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３ コンプライアンス推進体制 
 

コンプライアンスを推進するに当たっては、職員一人ひとりの意識の高揚と

実践が重要であることは言うまでもありませんが、組織を挙げての取組も重要

となります。 

  本市では、市長を本部長とする全庁“きょうかん”推進本部の下、コンプラ

イアンス所管部局、各局区等の“きょうかん”推進委員会や監察主任等の担当

者、そしてそれぞれの業務所管部局が相互に連携することにより市民の信頼の

確保に努めています。 

 

 

 
 

 

業務所管課・業務統括課 

相互連携 

統
括 

※ 図は、市長部局における体制です。 

市 長 

副 市 長 

人 材 活 性 化 政 策 監 

全庁“きょうかん”推進本部 

全庁“きょうかん”推進部会 
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